
北海道告示第10184号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和３年２月５日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その28）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

サービス継続支援事業 10分の10以内 保福第１の２号様式 提出部数 １部 実績報告は

新型コロナウイルス感染 保福第１の16号様式 提出期限 別に指示す 要しない。

症の感染機会を減らしつ （寄附金その他 保福第１の31号様式 る日

つ、必要なサービスを継続 の収入金がある 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

できるよう、通常のサービ ときは、補助金 福祉局施設

ス提供時では、想定されな 等の額の算定に 運営指導課

いかかり増し経費等を支援 当たり、当該寄

することを目的として、予 附金その他の収

算の範囲内で補助する。 入金の控除等を

行う。）

(1) 介護サービス事業所 令和２年１月15日以降 介護サービス事業所等におけ

等におけるサービス継 に以下のいずれかに該 るサービス継続支援事業に必要

続支援事業 当した事業所・施設を な報酬、給与、報償費、職員手

運営する者 当等、共済費、旅費、役務費、

１ 北海道から休業要 使用料及び賃借料、委託料、需

請を受けた通所系サ 用費、備品購入費、負担金、補

ービス事業所（通所 助及び交付金

介護事業所、地域密

着型通所介護事業所、

療養通所介護事業所、

認知症対応型通所介

護事業所、通所リハ

ビリーテーション事

業所、小規模多機能

型居宅介護事業所及



び看護小規模多機能

型居宅介護事業所

（通いサービスに限

る。）をいう。以下

同じ。）、短期入所系

サービス事業所（短

期入所生活介護事業

所、短期入所療養介

護事業所、小規模多

機能型居宅介護事業

所及び看護小規模多

機能型居宅介護事業

所（宿泊サービスに

限る）並びに認知症

対応型共同生活介護

事業所（短期利用認

知症対応型）をいう。

以下同じ。）

２ 利用者又は職員に

感染者が発生した通

所系サービス事業所、

短期入所系サービス

事業所、介護施設（介

護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設、介護医療院、

介護療養型医療施設、

認知症対応型共同生

活介護事業所（短期

利用認知症対応型共

同生活介護を除く）、

養護老人ホーム、軽

費老人ホーム、有料

老人ホーム、サービ

ス付き高齢者向け住



宅）、訪問系サービ

ス事業所（訪問介護

事業所、訪問入浴介

護事業所、訪問看護

事業所、訪問リハビ

リテーション事業所、

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業

所、夜間対応型訪問

介護事業所、小規模

多機能型居宅介護事

業所及び看護小規模

多機能型居宅介護事

業所（訪問サービス

に限る）、居宅介護

支援事業所、福祉用

具貸与事業所、居宅

療養管理指導事業所

をいう。以下同じ。）

３ 濃厚接触者に対応

した訪問系サービス

事業所、短期入所系

サービス事業所、介

護施設

４ １～３以外の通所

系サービス事業所で

あって、当該事業所

の職員により、居宅

で生活している利用

者に対して、利用者

からの連絡を受ける

体制を整えた上で、

居宅を訪問し、個別

サービス計画の内容

を踏まえ、できる限

りのサービスを提供



した事業所

(2) 介護サービス事業所 令和２年１月15日以降 介護サービス事業所等との連

等との連携支援事業 に、以下のいずれかに 携支援事業に必要な報酬、給与、

該当した事業所・施設 報償費、職員手当等、共済費、

等の利用者の受け入れ 旅費、役務費、使用料及び賃借

や職員が不足した場合 料、委託料、需用費、備品購入

に応援職員の派遣を行 費、負担金、補助及び交付金

った連携先の事業所・

施設を運営する者

１ 北海道から休業要

請を受けた通所系サ

ービス事業所、短期

入所系サービス事業

所

２ 利用者又は職員に

感染症が発生した通

所系サービス事業

所、短期入所系サー

ビス事業所、介護施

設、訪問系サービス

事業所

(3) 障害福祉サービス等 令和２年１月15日以降 障害福祉サービス等事業者に

事業者等のサービス継 に、以下のいずれかに 対するサービス継続支援事業の

続支援事業 該当した事業所・施設 実施に必要な報酬、給料、職員

を運営する者 手当等、賃金、共済費、報償費、

１ 北海道から休業要 旅費、需用費、役務費、委託料、

請を受けた通所系サ 使用料及び賃借料、備品購入費、

ービス事業所（生活 扶助費、負担金、補助金、助成

介護、療養介護、自 金、交付金

立訓練（機能訓練）、

自立訓練(生活訓

練)、就労移行支援、

就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型、

就労定着支援、児童

発達支援、医療型児



童発達支援、放課後

等デイサービスをい

う。以下同じ。）、短

期入所サービス事業

所

２ 利用者又は職員に

感染者が発生した通

所系サービス事業

所、短期入所サービ

ス事業所、訪問系サ

ービス事業所（居宅

介護、重度訪問介護、

行動援護、同行援護、

自立生活援助、保育

所等訪問支援、居宅

訪問型児童発達支援

をいう。以下同じ。）、

障害者支援施設（障

害者支援施設、共同

生活援助、福祉型障

害児入所施設、医療

型障害児入所施設を

いう。以下同じ。）、

相談支援事業所（計

画相談支援、障害児

相談支援、地域移行

支援、地域定着支援

をいう。以下同じ。）

３ 濃厚接触者に対応

した短期入所サービ

ス事業所、訪問系サ

ービス事業所、障害

者支援施設

４ １から３以外の事

業所・施設であっ

て、当該事業所の職



員により、利用者の

居宅においてできる

限りのサービスを提

供した事業所

(4) 障害福祉サービス等 令和２年１月15日以降 障害福祉サービス等事業者等

事業者等との連携支援 に、以下のいずれかに との連携支援事業の実施に必要

事業 該当する事業所・施設 な報酬、給料、職員手当等、賃

の利用者の受入れや職 金、共済費、報償費、旅費、需

員が不足した場合に応 用費、役務費、委託料、使用料

援職員の派遣を行った 及び賃借料、備品購入費、扶助

連携先の事業所・施設 費、負担金、補助金、助成金、

を運営する者 交付金

１ 通所系サービス事

業所、短期入所サー

ビス事業所、訪問系

サービス事業所、障

害者支援施設、相談

支援事業所

２ 感染症の拡大防止

の観点から必要があ

り、自主的に休業し

た通所系サービス事

業所、短期入所サー

ビス事業所、訪問系

サービス事業所


